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主任研究官 新垣 拓氏1 

 

「安全保障」の概念的整理 
 

1. はじめに 

 「安全保障（security）」という言葉が、外交の場で用いられるように
なったのは第 1次世界大戦以降（総力戦の経験） 

 冷戦期に「国家安全保障（national security）」として定着 
 ポスト冷戦期に安全保障の概念についての議論が活発化 

 
2. 安全保障の定義 
(1) Security が表す二つの側面：状態と行為 

 「心配ないこと」、「大丈夫と言える状態」という安全、安心な状態（safety）
を示す場合と、そのような状態を能動的に構築すること（securing safety）
を示す場合 

 Security を機械的に「安全保障」とするのではなく訳し分ける必要性 
 
(2) 専門家による定義 
 「客観的には獲得した価値に対する脅威の不在、主観的には獲得した価

値が攻撃される脅威の不在」（Wolfers ［1952］） 
 「ある主体が、その主体によってかけがえのない何らかの価値を、何ら

かの脅威から、何らかの手段によって、守る」（神谷［2001］） 
 「ある行為主体【主体】が、何らかの価値【価値】を、それを剥奪しよ

うとする脅威【脅威・危険】から、独自あるいは他者との協力によって

【連携】、何らかの手段【手段】で守る」（神保［2009］） 
 

(3) 多様な変数から構成される「関数」としての安全保障概念 

 

Ｆ（安全保障）＝【主体・客体】×【価値】×【脅威・危険】×【手段】×【連携】 

 

 主体・客体：誰が、誰の安全を提供するのか（国家、個人、社会的組織） 

 価値：どのような価値を守るのか（国民の生命・財産、人権、経済的利益など） 

 脅威・危険：誰からのどのような脅威か（領土侵攻、人権侵害、環境破壊など） 

 安全の提供手段：何をどのように用いるのか（警察・軍、司法制度など） 

 連携：単独で行うのか、他の主体と協力して行うのか（同盟、業務提携など） 

 

3. 拡大する安全保障概念 

(1) 国家安全保障における概念拡大（【脅威・危険】、【手段】の要素が増加） 

伝統的な安全保障 

 脅威・危険：敵性国家による侵攻・軍事攻撃 

 安全の提供手段：外交、防衛 

非伝統的な安全保障 

                                            
1 本報告の内容は、報告者個人の見解であり防衛研究所或いは防衛省、日本国政府の見解を表したもので

はない。 
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 脅威・危険：テロ、サイバー、自然災害、感染症、経済問題 

 安全の提供手段：危機管理、警察・司法、通信、医療・衛生、政治的
価値観・文化 

 

(2) 非国家主体の重要性の向上による概念拡大 

人間の安全保障 

 背景：冷戦の終結と国家安全保障の限界、国連や国際機関・組織の役割
の高まり 

 主体：国家、非政府主体、国際機構 

 脅威・危険：戦争、難民化、飢餓・貧困、人権抑圧 

 手段：複合的ガバナンス（予防外交、人道的介入・支援、社会統合、人
間開発） 

 

4. まとめ（政策を考えるヒント） 

 安全保障は「変数」の内容によって変化する概念 

 概念を規定する変数：「主体・客体」、「価値」、「脅威・危険」 

 ポスト冷戦期に安全保障の概念が拡大 

 今後の重要な変数：多様な主体間の連携 

 

以上 
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【ユースフォーラム事前配布資料】 
 

「非伝統的安全保障としての危機管理」用語集 
 

 以下は、今回のユースフォーラムでの報告「非伝統的安全保障としての危機管理」
で出てくる言葉です。当日はあまりゆっくりと説明ができないため、事前に目を通
しておいて下さい。 
 
＜危機管理の 4段階＞ 
危機管理（災害を正しく把握し、適切に対処すること）には、次に挙げる 4つの

段階があります。 
 
①減災 

災害が発生したとしても、その災害による被害をできるだけ小さくするための
活動。 
家庭での例：家の耐震補強や家具の固定、保険加入など。 
行政機関での例：建物の耐震補強など。 

 
②防災 

災害が発生することを前提に、災害が発生した場合の対応に必要な準備をあら
かじめ行うこと。 
家庭での例：災害時の家族の避難先を事前に決めておく、非常用持ち出し袋の 

用意など。 
行政機関での例：防災計画の作成、訓練の実施など。 

 
③対応 

災害が発生した際に、事前の計画や訓練等に従って、その被害を最小限にし、
更なる被害の発生を防ぐために行う活動のこと。 
家庭での例：避難の実施、近所での助け合いなど 
行政機関での例：避難所の開設、災害の被害者（被災者）の救助など。 

 
④復旧・復興 

災害発生後に、被害をできるだけ早く回復させ、次に同じような災害が発生し
たとしても、災害に強い地域にしていくこと。 
家庭での例：自宅の再建、地域の復興まちづくりへの参加など。 
行政機関での例：ライフライン（電気・ガス・水道）の修理、復興計画の作成 

と実施等。 
 
＜人道支援や災害救援＞ 
現在の軍隊の大きな役割の一つに人道支援（Humanitarian Assistance）や災害 
救援（Disaster relief）があります。 

 
①人道支援（Humanitarian Assistance） 

戦争や災害その他の事情で生命や人権が大きな危険に晒されている人々を非軍
事的な手段で直接支援すること。 

 
②災害救援（Disaster relief） 

特に大災害が起きた際に軍隊によって実施される被災者の救助や救援。 
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【ワークショップ関係資料】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

【ユースフォーラムワークショップ 各グループ成果物】 
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 【万国津梁フォーラム〜地域と共に創造する安全保障観〜 ポスター】 
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【メインフォーラム 沖縄県による展示資料】 
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【メインフォーラム 神奈川県による展示資料】 
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メインフォーラム会場入口展示 メインフォーラム会場内 

セッション 1 

セッション 2 

セッション 3 記者会見 

【万国津梁フォーラム〜地域と共に創造する安全保障観〜 フォーラムの様子】 
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レセプションの様子 1 

レセプションの様子 2 

ユースフォーラム 

ワークショップの様子 
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【万国津梁フォーラム〜地域と共に創造する安全保障観〜 アンケート】 
 

メインフォーラム参加人数：266 名 ※受付集計 

 
 

1.フォーラムについて 

 
 

2.内容について 

 

 

 

 

 

1.フォーラムについて 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

2.内容について 

 

 

 

 

 

3.時間について 

 

 

4.参加希望意思 

  

県・市町村職員 

18% 

国関係機関職員 

6% 

企業関係者 

12% 

学生 

10% 

その他 

35% 

未記入 

19% 

良かった 

55% 

どちらかといえ

ば良かった 

35% 

悪かった 

2% 

特になし 

8% 

難しかった 

14% 

適当であった 

80% 

簡単であった 

4% 

未記入 

2% 

所属 
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3.時間について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

4.参加希望意思 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

5.昨年度参加有無 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＊①10/11「東アジアの平和と安全保障」参加 

②10/11「東アジアの平和と安全保障」・8/29「島嶼地域の危機管理と地域協

力」両方参加 

長かった 

27% 

適当であった 

73% 

受講したい 

82% 

特になし 

16% 

受講しない 

2% 

①18％ 

初参加 80％ 

②2％ 
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ユースフォーラム参加人数：69 名※受付集計 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1. フォーラムについて 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2.内容について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

高校生 

51% 

専門学生 

6% 

大学生 

31% 

大学院生 

2% 

県・市町村職員 

2% 

未記入 

8% 
所属 

良かった 

86% 

どちらかといえ

ば良かった 

10% 

どちらかといえ

ば悪かった 

2% 

特になし 

2% 

難しかった 

59% 

適当であった 

39% 

簡単であった 

2% 
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3.時間について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

4.参加希望意思 

  

  

長かった 

4% 

適当であった 

76% 

短かった 

20% 

受講したい 

88% 

特になし 

10% 

受講しない 

2% 
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【地域安全保障シンポジウム 平成 26 年度共同研究発表会 ポスター】 



Ⅴ. 資料編 共同研究関係資料 

 

219 
平成 26 年度 地域安全政策調査研究報告～アジア太平洋地域の中の沖縄～ 

【地域安全保障シンポジウム 平成 26 年度共同研究発表会 プログラム】 
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発表者 

シンポジウム会場内 シンポジウム会場受付 

セッション 1 セッション 3 セッション 2 

質疑応答 発表者と事務局 

【地域安全保障シンポジウム 平成26年度共同研究発表会 発表会の様子】 
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【地域安全保障シンポジウム 平成 26 年度共同研究発表会 アンケート】 
 

アンケート結果 

  

  

 

 

【ご意見・ご感想】 
・ テーマを深く掘り下げ、多面的・多様な視点から「人間の安全保障」はどうあ

るべきか、今後の研究に期待したい。 

・ 冷静な研究内容は役に立った。是非、このような客観的な立場でのシンポジウ

ムをもっと広く公開してほしい。 

・ もっと大学関係者（学生含む）や政策関係者（議員含む）にも参加して欲しい。 

・ パネリストの意見交換や論戦の場をみたい。 

・ テーマの関連性をはっきりした方が、全体的にまとまるのではないか。 

・ 一時間弱の時間で４名の発表者の発表は時間が短いと思う。 

 
【今後に期待するテーマ】 
・ 国家安全保障と人間の安全保障のジレンマは沖縄の今日のテーマであり、基地

のあり方（負担）を相互補完した研究が今問われている。 

・ 防災は具体的に県や市町村の取り組みも含めた内容があるといい。 

・ 中国の海外政策から見た在沖米軍基地と日米安保 

・ 海兵隊に限らないアメリカの、沖縄政策形成過程の分析 

・ 沖縄におけるナショナリズム・自己決定権 

・ 東アジア、東南アジアの安全保障環境

 

  

県・市町

村職員 

41% 

国関係 

機関職員 

12% 

企業 

6% 

学術関係 

12% 

学生 

6% 

他 

17% 

未記入 

6% 
所属 

良かった 

71% 

どちらか

といえば

良かった 

29% 

シンポジウム 

難しかっ

た 

13% 

適当で

あった 

81% 

簡単で

あった 

6% 

内容 

適当で

あった 

71% 

短かった 

29% 

時間 
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【特別勉強会 告知資料】 
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【特別勉強会 告知資料】 

 

 

 



 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
※当報告書にある見解は、執筆者個人のものであり、沖縄県ないしは執筆者が

所属する機関の見解を代表するものではありません。 

 
※本書の一部を引用する場合には、必ず出所を明示してください。無断転載は

お断りします。 

 

※本書の内容は、もととなるフォーラムや調査研究が行われた当時のものです。 

 

※本書の内容には仮訳が含まれます。正確な内容については原文をあたってく

ださい。  
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